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給　与　規　則

社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規則
(目的)
第1条　この規則は、社会福祉法人大河原町社会福祉協議会就業規則（以下「就業規則という」。）に基づき、同規則第2条に定める職員（以下「職員」という。)の給与に関する事項を定めることを目的とする。
（関連規則等の定義）
第1条の２　この規則における関連規則等については、以下のとおりとする。
1 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規程、以下「給与規程」という。
2 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規則、以下「勤務時間等規則」という。
3 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規程、以下「勤務時間等規程」という。
4 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会育児・介護休業等に関する規則、以下「育児休業等規則」という。
5 大河原町職員の給与に関する条例、以下「町給与条例」という。
(給料)
第2条　各職員の受ける給料は、その職務の複雑、困難及び責任の度に基づき、かつ、勤務の強度、勤務時間、勤務環境その他の勤務条件を考慮したものでなければならない。
第3条　給料は、勤務時間等規則に規定する正規の勤務時間(以下単に「正規の勤務時間」という。)による勤務に対する報酬であって、この規則で定める管理職手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、期末手当、勤勉手当等の諸手当を除いたものとする。
（給料表）
第4条　給料表の種類は、次に掲げるとおりにする。
（１）社会福祉法人大河原町社会福祉協議会給料表（一）（別表第１）
（２）社会福祉法人大河原町社会福祉協議会給料表（二）（別表第２）
２　職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを給料表に定める職務の級に分　　　　類するものとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、別表第３「級別職務分類表」に定める。
３　会長は、この規則の定めるところに従い、職員の職を給料表の級に格付し、給料表により給料を支給しなければならない。
(初任給、昇給、昇格・降格等の基準)
第5条　会長は、前条第2項の規定に基づく分類の基準に適合するように、職務の級を設定し、又は改定することが出来る。
２　職員の初任給の基準は、町給与条例第5条第2項を準用する。
３　職員の昇給は、毎年１月１日（以下「昇給日」という。）に、給与規程で定める職員を除き、前年の１年間（以降本条において「期間」という。）における当該職員の勤務成績に応じて行うものとする。
４　　前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の号俸数は、同項に定める期間の全部を良好な成績で勤務した職員の号俸数を４号俸とすることを標準として、給与等規程で定める基準に従い決定するものとする。
５　　期間内に新規又は中途で採用された職員については、採用後の期間の全部を良好な成績で勤務した職員の号俸数を1月1日採用は4号俸、1月2日から4月1日採用は3号俸、4月2日から7月1日採用は2号俸、7月2日から10月1日採用は１号俸を標準の昇給号俸として、前項と同様の基準に従い決定するものとする。
6　　職員の昇格は、上位の職務の級に変更することをいう。会長は、当該職員の勤務成績及び職務に対する知識や経験等に応じて、毎年４月１日に昇格させることが出来る。
7　　職員の降格は、下位の職務の級に変更することをいう。会長は、当該職員の出勤率や勤務成績及び職務に対する適正等に応じて、降格させることが出来る。降格の日は、その事由に応じ会長が定める。
8　　前項の規定によらず、会長は職員からの申し出により降格を認めることが出来る。この場合、降格の日は会長がこれを認めた日とする。申し出及び承認は、「降格希望申出書（第５条７項関連）」及び「降格希望承認(不承認)通知書（第５条７項関連）」によるものとする。
9　　第６項、又は前項の規定により降格した職員の給与は、降格した級・号俸に応じ減額となる。会長は、労働基準法の定める範囲において、当該職員の級・号俸を決定することができる。
(給料の支給方法)
第6条　職員の給料の支給方法は、町給与条例第６条、第６条の２、及び第７条を準用する。この場合町長とあるものは会長と読み替える。
第7条　新たに職員となった者には、その日から給料を支給し、昇給、降給等により、給料額に異動を生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。
２　職員が退職したときは、その日まで給料を支給する。
３　職員が死亡したときは、その月まで給料を支給する。
４　第1項又は第2項の規定により給料を支給する場合であって、月の初日から支給するとき以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その給料月額は、その期間の現日数から週休日の日数を控除した日数を基礎として日割りによって計算する。
(管理職手当)
第8条　管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち規則で指定するものについて、その職務の特殊性に基づき給与規程で定める基準に従い支給する。
(扶養手当)
第9条　扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。扶養親族の範囲、扶養手当の月額などは、町給与条例第10条第2項から第4項までを準用する。
第10条　新たに職員となったものに扶養親族がある場合又は職員に次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は直ちにその旨を会長に届出なければならない。
(1)　新たに扶養親族としての要件を具備するに至った者がある場合
(2)　扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合
２　　新たに職員となった者及び前項第１号、第２号に該当する職員への扶養手当の支給は、町給与条例第１１条第２項、第３項を準用する。
(住居手当)
第10条の２　住居手当は、町給与条例第１１条の３を準用する。
(通勤手当)
第10条の３　通勤手当は、町給与条例第１１条の４を準用する。
(給与の減額)
第11条　職員が勤務しないときの給与の減額については、町給与条例第１３条を準用する。
(時間外勤務手当)
第12条　時間外勤務手当については、町給与条例第１４条を準用する。
(休日勤務手当)
第13条　休日勤務手当については、町給与条例第１５条を準用する。
（勤務時間1時間当たりの給与額の算出）

第14条　第１２条から前条までの勤務1時間当たりの給与額は、町給与条例第１７条を準用する。
(管理職員特別勤務手当)
第15条　事務局長等の管理職手当を支給されている職員(以下「管理監督職員」という。)が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により週休日又は祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等に勤務した場合は、当該職員には、町給与条例第１８条の２を準用し、管理職員特別勤務手当を支給することができる。
(期末手当)
第16条　期末手当は、６月１日及び１２月１日(以下、本条及び第１７条において、これらの日を「基準日」という。)にそれぞれ在籍する職員(給与規程で定める職員を除く。)に対して、それぞれ基準日の属する月における大河原町期末手当支給に関する規則で定める日（これらの日を「支給日」という。)に準じて支給することができる。これらの基準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員についても同様とする。
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に町給与条例第１９条第２項に定める期末手当基礎額に乗じる率を準用して得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の勤務期間に応じ勤務等をした率（この率を「期間率」という。）を乗じて得た額とする。期末手当基礎額、期間率の算定及びその率等については、給与規程に定める。
第17条　会長は、前条第１項、第２項の規定にかかわらず、期間中の勤務実績・態度が不良と認められる者には、期末手当を支給しない、又は減額及び支給の一時差し止めをすることができる。
２　会長は、前項の規定により、期末手当を無支給等にする場合は、町の関連規定に配慮するとともに、その理由と支給額を本人に事前に通知しなければならない。
(勤勉手当)
第18条　勤勉手当は、基準日にそれぞれ在籍する職員(給与規程で定める職員を除く。)に対し、基準日以前6箇月以内の期間における勤務の状況に応じて、それぞれ基準日の属する月における大河原町勤勉手当支給に関する規則で定める日 (これらの日を「支給日」という。)に準じて支給することができる。これらの基準日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職員についても同様とする。
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に町給与条例第２０条第２項に定める勤勉手当基礎額に乗じる率を準用して得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の勤務期間に応じた期間率と勤務実績等に応じた成績率を乗じた額とする。勤勉手当基礎額、期間率、及び成績率等については、給与規程に定める。
第18条の２　会長は、前条第1項、第2項の規定にかかわらず、期間中の勤務実績・態度が不良と認められる者には、勤勉手当を支給しない、または減額及び支給の一時差し止めをすることができる。
２　会長は、前項の規定により、勤勉手当を無支給等にする場合は、町の関連規定に配慮するとともに、その理由と支給額を本人に事前に通知しなければならない。
(災害派遣手当)
第19条　大河原町以外の災害ボランティアセンター支援等への職員派遣に伴う職員手当の額等は別に定める。
(休職者の給与)
第20条　休職が認められた職員の給与については、次の各号に掲げるとおりとする。
(１)　就業規則第8条第１項各号に定める休職者には、原則として給料、各種手当の一切を支給しない。
(２)　就業規則第8条第１項第1号に該当する場合は、労災保険制度による労災保険給付により対応する。
(３)　就業規則第8条第１項第４号、第５号に該当する場合は、その事由や経緯、置かれた状況等により、町条例第２３条の例を参考に給与等を支給できる場合がある。
２　　休職者の退職金については、前項第２号に該当する場合は、休職期間は退職金の算定から除外する。前項第１号、第３号に該当する場合は、関連法規や町関連例規を参考にして、会長が別に定める。
3　　休職中の職員が、第16条第1項に規定する期末手当の基準日並びに第１8条第1項に規定する勤勉手当の基準日の前1箇月以内に退職し、又は死亡したときは、それぞれの規定によらず、期末手当並びに勤勉手当は支給しない。
（旅費）
第21条　社会福祉法人大河原町社会福祉協議会（以下「社協」という。）の業務のために旅行する職員及び職員以外の者に対し支給する旅費に関しては大河原町職員等の旅費に関する条例及び大河原町職員等の旅費に関する規則を準用する。
２　社協理事、監事及び評議員の旅費については、職員の旅費を準用する。
(この規則の施行に関し必要な事項)
第22条　職員の給与等に関し、この規則に定めのない事項は、給与規程に定めるほか、労働基本法を遵守しつつ、大河原町職員の給与等に関する例規を参考にしながら、会長が別に定める。　
附則
(経過措置)
この規則の施行の日前に就業規則等により休職の承認及び懲戒の対象となった者については、本規則による規定が適用される者とみなす。
(施行期日)
この規則は、令和5年１２月１９日から施行し、同日から適用する。
	別表第３（第４条２項関係）

平成２６年４月１日適用

級　別　職　務　分　類　表

社会福祉法人 大河原町社会福祉協議会給料表（一）


	

	職務の級
	級　　　　　　　　　　　　　　務


	
	級　　　務



	１　級


	１．定型的な業務を行う主事の職務又は

２．定型的な業務を行う福祉活動専門員及び介護支援専門員の職務
	

	２　級


	１．知識又は経験を必要とする主事の職務

２．知識又は経験を必要とする福祉活動専門員及び介護支援専門員の職務
	

	３　級


	1.主査の職務又は複雑、困難及び責任の度が同等な福祉活動専門員及び介護支援専門員の職務

２．係長及び事務局次長の職務
	

	４　級
	１．主幹の職務

２．事務局次長の職務
	

	５　級
	１．副参事、事務局長の職務

２．会長が別に定める職の職務
	

	６　級
	１．参事、事務局長の職務

２．会長が別に定める職の職務
	

	級　別　　職 　務 　分　 類　 表

社会福祉法人 大河原町社会福祉協議会給料表（二）



	職務の級
	職　　　　　　　　　　　　　務

	１　級


	１．定型的な業務を行う事務員の職務

	
	

	２　級


	１．知識又は経験を必要とする事務員の職務

	

	


様式第1号(第5条関係)

降格希望申出書
年　　月　　日　
　大河原町社会福祉協議会
　会　長　　　及川　恵志　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(職名)　　　　　　　　　　　　　　
(氏名)　　　　　　　　　　　　印　
　私は、次の理由により降格を希望しますので、ご承認くださるよう申し出ます。
　なお、この願いによる降格に関する処遇等について、一切の不服申立てはいたしません。
１．降格を希望する理由
２．降格後に従事したい職務等

	所属長の意見
	　


様式第2号(第5条関係)

降格希望承認(不承認)通知書
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大河原町社会福祉協議会
会　長
　　　　　　　　　　　印　
　　　　　年　　月　　日付けで申し出のあった降格希望について、次のとおり決定したので通知します。
	決定
	承認する　　・　　承認しない

	承認しない理由
	　


2

